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週刊マーケットレター（2012 年６月 18 日週号、No.409） 

                            2012 年６月 17日 

                          曽我 純 
 
■主要マーケット指標 

不良企業の存続と日本の長期不況 
 週末、野田政権は消費税増税を民自公で合意し、大飯原発の再稼動を決定した。野田首

相はまったく社会情勢を見ることなく、戦前の軍部が戦争に突っ走ったのと同じように短

絡的に結論を導いた。これらの決定は弱りつつある日本に追い討ちを掛けることは間違い

ない。すでに何度も指摘しているように、生産年齢人口の急減期に入っていることから、

経済規模縮小の進行は、増税によりさらに加速することになるだろう。仕事はなくなり若

者の失業率は上昇し、所得格差は一層激しくなる。ギリシャほどの悪化にはならないにし

為替レート ６月 15 日（前週） １ヵ月前 ３ヵ月前 

  円ドル 78.62(79.48) 80.16 83.51 

 ドルユーロ 1.2636(1.2516) 1.2734 1.3080 

 ドルポンド 1.5715(1.5472) 1.5997 1.5710 

 スイスフランドル 0.9489(0.9594) 0.9430 0.9223 

短期金利（３ヵ月） 

 日本 0.19571(0.19571) 0.19571 0.19571 

 米国 0.46785(0.46785) 0.46585 0.47365 

 ユーロ 0.57200(0.57807) 0.61607 0.76286 

 スイス 0.09083(0.09167) 0.11167 0.09917 

長期金利（10年債） 

 日本 0.850(0.845) 0.850 1.055 

 米国      1.58(1.63) 1.77 2.28 

 英国      1.67(1.64) 1.89 2.37 

 ドイツ  1.44(1.34) 1.47 1.97 

株 式 

 日経平均株価 8569.32(8459.26)  8900.74 10123.28 

 TOPIX 726.57(717.74)  747.40  863.61 

 NY ダウ 12767.17(12554.20)  12632.00  13252.76 

 S&P500 1342.84(1325.66)  1330.66  1402.60 

  ナスダック 2872.80(2858.42)  2893.76  3056.37 

 FTSE100（英） 5478.81(5435.08)  5437.62    5940.72 

 DAX（独） 6229.41(6130.82)  6401.06  7144.45 

商品市況（先物） 

 CRB 指数 272.23(272.88) 289.14 315.90 

 原油（WTI、ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ） 84.03(84.10) 93.98 105.11 

 金（ﾄﾞﾙ/ﾄﾛｲｵﾝｽ） 1628.1(1591.4) 1557.1 1659.5 
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ても、日本の同質社会では、経済悪化の許容度は高くなく、社会が荒みぎすぎすした状態

になる可能性は高い。 

 原発再稼動は設置自冶体に金が落ちるとはいえ、生命や被爆の危険に晒される。地域の

金と命の天秤だけでなく、原発は日本に住むことができなくなるという取れないリスクが

あることを忘れてはならない。経済、企業活動という前に住むことができないのでは経済

も企業も成立しないのである。これほど重大な判断をいともやすやす下されると怨念しか

残らない。 
税金を払っている人よりも税金で生活している人のほうが高い所得を得るという逆転を

長期間放置している。生活保護世帯の増加が問題であるならば、公務員の高給はもっと問

題なのだ。90 年代に金融機関はほぼ破綻していながら、公的資金注入で生き延び、法人税

を払ってこなかった。が、自動的に利鞘を稼げる仕組みにはそれ相当の税を課さねば公平

を欠くことになる。為替や株式取引には取引税を導入し、博打のような超短期売買を抑制

しなければならない。いままでの証券税制は資本・株式市場の遊技場化を促進しただけで

あり、本来の発行市場を育成するものではなかった。流通市場さえ活発であればそれで良

しとしていた結果、いまだに日本株の底が見えない事態を招いた。 

結婚や子育てにしても、日本企業の長時間拘束や有給休暇の低取得をみれば、先行きも

はなはだ心もとない。夫の子育て休暇は強制的に１ヵ月以上の取得を法律で義務付ける。

勤務時間を守る。全企業に対して有給休暇の導入と完全消化も法的に導入しなければなら

ない。日本企業は弱っているが、その原因は、為替や法人税ではなく、長時間労働や相変

わらずの情実人事、無能な管理職など企業の内部にあり、内部崩壊の進行と捉えるべきで

ある。時間と金の無駄以外の何ものでもない新入社員の採用などをみれば日本企業はまっ

たく変わっていないことが一目瞭然。問題を問題として捉えないことが、企業組織の長期

劣化の最大の問題なのである。そうした日本企業の病巣を象徴しているのは、経団連の米

倉会長ではないか。原発賛成、増税賛成、人よりも物、金を大事にする思想を全面的に採

用している。人間としての全うな思考は止まってしまっているとしか言えない。 

増税、原発再稼動によって経済衰退、所得格差拡大がより深刻になり、財政状況は今よ

り一段悪化、貯蓄を食いつぶしながらの生活を余儀なくされることになる。本来、潰れる

べき企業が政府の支援で生き延びていることは、国民の負担が増していることなのだ。何

回も倒産した東電を生かし、事業をなお東電まかせにしていることは、国民負担がべらぼ

うに増えることになる。非効率な金融機関が存続していることは、やはり国民負担になっ

ているのだ。資本主義経済といいながら、政治権力と結びつきの強い大企業は、窮地に追

い込まれれば国が面倒を見ることになり、病の企業を生かしつづけ、それが日本経済を蝕

む最大の原因になっている。 

1989 年末以降のバブルが弾ける過程で悪い企業が潰れていればもっとましな経済になっ

ていたと思うが、大半の不良企業が生きながらえてきたことが、日本経済の再生を阻んだ。

それを主導したのは財務省（大蔵省）であり経済産業省なのだ。官僚は日本のことなど少
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しも思っていない、自分の縄張りを守り、権益を固守することしか考えていない。税金で

吸い上げた金なので痛みはないのだ。今回の増税、原発再稼動いずれも財務省と経済産業

省の描いたシナリオであり、野田政権は彼らの神輿に乗ったに過ぎない。だから「国民生

活を守る」など守ることなど出来ないことを平気でいうのだ。今守られていないことが、

どうしてこれから守ることができるのだろうか。電力も足りないと脅すが、経済規模が縮

小しているので、原発なしでやっていける。足りるといえば、原発再稼動が不必要になる

ので、電力会社は足りていても足りないというだろう。原油・ガス等の化石燃料が増加し

ているので電力料金を引き上げるともいう。原発による発電コストは安いといまだにいう。

原発関連のすべてのコストを計上すれば、化石燃料の何倍にもなるだろう。核廃物の貯蔵

地だって決まっていない。重要なことは決まっていなくても平気で原発を動かす。 

本当に良心的な会社であれば、自ら進んで原発を廃炉にするはずだ。核廃物を企業では

どうすることもできないので、これ以上核廃物をふやさないためにも、即刻、原発を止め

なければならないと思う。原発保有の９電力会社のうちどの企業も原発廃止を打ち出さな

い同質性。まさに不気味な存在であり、原子力村が存続している証でもある。東電が原発

の廃止宣言をださないのは、福島の大事故によって発生した被害を深刻に感じていないか

らだ。経営者が責任逃れに終始する有様を見るにつけ、ますます東電をこのまま存続させ

ることの恐怖を覚えるのは私だけではないはずだ。 

 こうしたトップが腐っている企業の存続がなにより、日本経済をだめにしているのであ

る。1990 年代以降の長期不況は、このような不良企業が淘汰されないことに起因している

と言える。金融機関の不良債権は処理されたけれども、組織自体の不良化は是正されなか

った。20 年以上におよぶ不良企業の蓄積が日本経済をおかしくしてしまった。 

 ４月のユーロ圏鉱工業生産指数は前月比-0.8%と２ヵ月連続のマイナス、なかでも資本財

は 2.6%も落ち込み、不況は深刻化している。景気の不振に金融機関の信用不安が加わり、

ユーロ圏経済は悪化の度合いを強めている。金融機関が不良債権処理をいい加減にしてい

たつけが回ってきたからだ。日本の金融機関が不良資産額を過小評価し、実態と食い違っ

た数値を発表し、決算のたびに不良債権処理の峠は越えたといっていたのと同じだ。不良

債権処理が終わらないことは、マネーの流通は途切れ、正常な分野に回らず、経済は回復

しないことになる。不良債権処理と不良企業の処理を中途半端にしておくと日本のように

何十年もの長期不況に陥り、辛酸を嘗めることになる。 


